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一般財団法人 日本不動産研究所 

 

 第 39 回 「不動産投資家調査」（2018 年 10 月現在）の調査結果  

 第 39 回「不動産投資家調査」（2018 年 10 月現在）の調査結果の概要を公表いたします。 

 

 調査結果      

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 
 

１．Ａクラスビル（オフィスビル）の期待利回り   

（図表１）[Ａクラスビル（オフィスビル）の期待利回り] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【期待利回り：東京都】 

 

 

 

 

 

【期待利回り：主な政令指定都市】 

 

 

 

 

■投資用不動産の利回りの動向 

・不動産投資家の期待利回りは、投資市場の過熱を懸念する声もある中、一部の調査地区で前回比「横

ばい」もみられたが、緩和的な金融環境の下、多くの用途・地区で 0.1～0.3 ㌽程度の低下となった。 

・オフィスは、代表的な地区である「東京」の「丸の内、大手町」が 2期連続して「横ばい」となっ

たが、その他の地区の多くは 0.1 ㌽程度低下した。また、地方都市でも多くの地区で低下傾向が続き、

「札幌」や「福岡」は0.2～0.3㌽と大きく低下した。  

・不動産投資市場でもインバウンド消費の影響は大きく、これと関連性の高い都心商業施設やホテル

の期待利回りは、多くの地区で低下した。特に、都心商業の「銀座」の期待利回りが、前回比 0.1 ㌽

低下の 3.4%となり、2003 年の調査開始以来最も低い水準を更新し、はじめて「丸の内、大手町」を

下回る結果となった。 

■不動産への新規投資意欲など 

・不動産投資家の今後 1年間の投資に対する考えは、「新規投資を積極的に行う」の回答が 90%で前回

調査と同じであった。一方、「当面、新規投資を控える」の回答は 7%で前回調査より 1㌽低下した。 

・米中貿易戦争など世界経済に対する先行き懸念が一部で指摘されているが、国内の不動産投資市場

に直接的に影響するネガティブ材料は少なく、不動産投資家の積極的な投資姿勢が維持された。 
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東京（丸の内、大手町）

丸の内、大手町 日本橋 虎ノ門 赤坂 六本木 港南 西新宿 渋谷 池袋

第38回（2018年04月） 3.5% 3.9% 3.9% 4.0% 4.0% 4.1% 4.2% 4.0% 4.4%

第39回（2018年10月） 3.5% 3.8% 3.9% 3.9% 3.9% 4.0% 4.1% 3.9% 4.3%

前回差 0.0㌽ -0.1㌽ 0.0㌽ -0.1㌽ -0.1㌽ -0.1㌽ -0.1㌽ -0.1㌽ -0.1㌽

札幌 仙台 横浜 名古屋 京都 大阪 御堂筋 大阪 梅田 広島 福岡

第38回（2018年04月） 5.9% 5.9% 5.0% 5.1% 5.4% 4.8% 4.7% 6.0% 5.2%

第39回（2018年10月） 5.6% 5.8% 5.0% 5.0% 5.3% 4.7% 4.6% 6.0% 5.0%

前回差 -0.3㌽ -0.1㌽ 0.0㌽ -0.1㌽ -0.1㌽ -0.1㌽ -0.1㌽ 0.0㌽ -0.2㌽
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２．賃貸住宅一棟（ワンルームタイプ）の期待利回り  

 「東京」の「城南」は前回比で 0.1 ㌽低下し 4.4%となった。地方都市では「横浜」が前回比横ばいとな

ったが、その他の地区の多くは前回比で0.1～0.3㌽程度低下し、全体として低下傾向が続いた。 

（図表２）[賃貸住宅一棟（ワンルームタイプ）の期待利回り] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【期待利回り：主な政令指定都市】 

 

 

 

 

 

３．商業店舗の期待利回り  

 都心型高級専門店は、東京の「銀座」が3.4％となり、期待利回りが最も低い用途・地区となった。地方

都市については一部で「横ばい」の地区があるが、多くは0.1～0.2㌽程度、期待利回りが低下した。 

（図表３）[商業店舗の期待利回り]                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【期待利回り：都心型高級専門店】 

 

 

 

 

【期待利回り：郊外型ショッピングセンター】 
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東京（銀座） 東京（郊外型SC）

城南地区 城東地区

第38回（2018年04月） 4.5% 4.6%

第39回（2018年10月） 4.4% 4.5%

前回差 -0.1㌽ -0.1㌽

札幌 仙台 横浜 名古屋 京都 大阪 神戸 広島 福岡

第38回（2018年04月） 5.7% 5.7% 5.0% 5.2% 5.3% 5.0% 5.5% 6.0% 5.3%

第39回（2018年10月） 5.5% 5.5% 5.0% 5.1% 5.2% 4.9% 5.2% 5.8% 5.2%

前回差 -0.2㌽ -0.2㌽ 0.0㌽ -0.1㌽ -0.1㌽ -0.1㌽ -0.3㌽ -0.2㌽ -0.1㌽

東京 銀座 札幌 仙台 名古屋 京都 大阪 神戸 広島 福岡

第38回（2018年04月） 3.5% 5.6% 5.6% 5.1% 5.2% 4.7% 5.4% 5.9% 5.0%

第39回（2018年10月） 3.4% 5.5% 5.5% 5.0% 5.0% 4.6% 5.2% 5.7% 5.0%

前回差 -0.1㌽ -0.1㌽ -0.1㌽ -0.1㌽ -0.2㌽ -0.1㌽ -0.2㌽ -0.2㌽ 0.0㌽

東京 札幌 仙台 名古屋 京都 大阪 神戸 広島 福岡

第38回（2018年04月） 5.5% 6.5% 6.7% 6.0% 6.1% 5.8% 6.1% 6.7% 6.1%

第39回（2018年10月） 5.4% 6.5% 6.5% 6.0% 6.0% 5.8% 6.1% 6.6% 6.0%

前回差 -0.1㌽ 0.0㌽ -0.2㌽ 0.0㌽ -0.1㌽ 0.0㌽ 0.0㌽ -0.1㌽ -0.1㌽
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４．物流施設・倉庫（マルチテナント型）の期待利回り  

 物流施設の期待利回りは、「東京（江東区）」「大阪（大阪港）」が前回比で「横ばい」となったが、「名

古屋（名古屋港）」「福岡（博多港）」では前回比 0.1 ㌽低下した。  

（図表４）[物流施設・倉庫（マルチテナント型 湾岸部）の期待利回り] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【期待利回り：物流施設・倉庫（マルチテナント型 湾岸部）】 

 

 

 

 

 

 

５．宿泊特化型ホテルの期待利回り  

 2020 年の東京五輪が近づく中、今回調査では「東京」の期待利回りが前回比横ばいとなったが、イン

バウンド消費の増加や地方都市への波及に後押しされ、その他の都市では 0.1～0.3 ㌽低下した。 

（図表５）[宿泊特化型ホテルの期待利回り] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
【期待利回り：宿泊特化型ホテル】 
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東京

東京（江東区） 名古屋（名古屋港） 大阪（大阪港） 福岡（博多港）

第38回（2018年04月） 4.5% 5.2% 5.0% 5.3%

第39回（2018年10月） 4.5% 5.1% 5.0% 5.2%

前回差 0.0㌽ -0.1㌽ 0.0㌽ -0.1㌽

東京 札幌 仙台 名古屋 京都 大阪 福岡 那覇

第38回（2018年04月） 4.5% 5.5% 5.7% 5.4% 4.9% 4.9% 5.1% 5.5%

第39回（2018年10月） 4.5% 5.2% 5.6% 5.2% 4.8% 4.8% 5.0% 5.2%

前回差 0.0㌽ -0.3㌽ -0.1㌽ -0.2㌽ -0.1㌽ -0.1㌽ -0.1㌽ -0.3㌽
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６．今後 1年間の不動産投資に対する考え方      

 「新規投資を積極的に行う」の回答が 90％（前回 90％）で、全体としては不動産投資家の新規投資意

欲は積極的な姿勢が維持された。 

（図表６）[今後１年間の不動産投資に対する考え方]  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

７．マーケットサイクル（市況感）  

 マーケットサイクル（市況感）に対する調査について、東京・大阪のいずれも、「現在」及び「半年後」

について「拡大期」とする回答が最も多かった。 

  
第36回 第37回 第38回 第39回 

  
17/4 17/10 18/4 18/10 

東京 現在 ⑤ ⑤ ⑤ ⑤ 

（丸の内・大手町） 
半年後 ⑤ ⑤ ⑤ ⑤ 

大阪 現在 ⑤ ⑤ ⑤ ⑤ 
（御堂筋沿い） 

半年後 ⑤ ⑤ ⑤ ⑤ 
 

 第 39 回「不動産投資家調査」の概要      

 

 

 

 

 

   

〔お問い合わせ先〕  
 一般財団法人 日本不動産研究所 
 研究部：愼、平井、野口（TEL：03-3503-5335） http://www.reinet.or.jp/ 
 

【マーケットサイクル（市況感）】 

■調査方法 ： アンケート調査（原則として、電子メールまたは郵送） 

■調査対象 ： アセット・マネージャー、アレンジャー、開発業（デベロッパー）、生命保険、 

        商業銀行･レンダー、投資銀行、年金基金、不動産賃貸など 197 社（前回調査 199 社） 

■調査時点 ： 2018 年 10 月 1 日（前回調査 2018 年 4月 1日、第 1回調査 1999 年 4 月 1 日） 

■回答社数 ： 153 社（前回調査 151 社） ※回答率 77.7% 

■利用上の留意点：集計結果の代表値として、中央値を採用している。 

①
②

③

⑥

⑤

④

⑦

⑧

拡大期 後退期縮小期回復期
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■本資料は作成時点で、日本不動産研究所が信ずるに足ると判断した情報に基づき作成していますが、その正確性、完全性に対する責任を

負うものではなく、今後の見通し、予測等は将来を保証するものではありません。また、本資料の内容は予告なく変更される場合があり、

本資料の内容に起因するいかなる損害や損失についても当研究所は責任を負いません。 
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リーマンショックから 10年 

 

 特別アンケート（Ⅱ）の概要  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 特別アンケートの調査結果   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■現在の不動産市場（市況）は、リーマンショック前（2008年上期）と比較して過熱していると思い

ますか？                                （有効回答 129 社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第 39回 不動産投資家調査 特別アンケート 

◆調査目的 ： 2008年のリーマンショックから 10年が経過したことを踏まえ、2008年当時と現在

の不動産投資市場の変化等に係る投資家の認識について調査することを目的とする。 

◆調査方法 ： 「第 39回不動産投資家調査」の特別アンケートとして実施 

◆調査対象 ： アセット・マネージャー、アレンジャー、開発業（デベロッパー）、生命保険、商業

銀行･レンダー、投資銀行、年金基金、不動産賃貸など 197社 

◆調査時点 ： 2018年 10月 1日 

◆回答社数 ： 134社 

・日本の不動産投資市場の現状認識について、「ピークに達している」との回答が 71.8%で最も多かっ

た（前回調査では同回答が 72.0%で最多）。 

・上記で「ピークに達している」とした回答者のうち、その理由については、「著しく低い利回りに

よる取引が多く出現している」が 85.1％で最も多かった（前回調査では同回答が 83.2%で最多）。 

・現在の不動産投資市場はリーマンショック前（2008年上期）と比較して過熱しているかの問いにつ

いて、「過熱している」が 28.7%、「過熱していない」が 35.7%、「どちらとも言えない」が 35.7%で、

現在との比較において、不動産投資家の認識が分かれる結果となった。 

・現在の不動産投資市場について、リーマンショック前（2008年上期）と比較したときの危機への耐

久力やサステナビリティが、「高まった」とする回答が 62.8%で最も多かった。 

28.7% 35.7% 35.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1．現在の不動産市場（市況）は、リーマンショック前と比較して過熱している。

2．現在の不動産市場（市況）は、リーマンショック前と比較して過熱していない。

3．どちらとも言えない。
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Ａ．回答社の属性等について                        （有効回答 132社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ．日本の不動産投資市場の現状認識 

 

（１）現在の日本の不動産投資市場は、一連の市場サイクルの中でピークに達していると思いますか？  

（有効回答 131社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）前記Ｂ．（１）で「1．すでにピークを過ぎた。」とした回答者への質問です。 

「すでにピークを過ぎた」と思う理由について、下記選択肢のうち最も適したものをお答えください。 

（有効回答 3社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

27.3% 4.5% 10.6% 16.7% 16.7% 6.1% 18.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

アセット・マネージャー（国内系） アセット・マネージャー（外資系） Ｊ－ＲＥＩＴ

デベロッパー 金融機関（銀行・生損保） 年金基金

仲介会社 不動産賃貸業 その他

2.3%

71.8% 23.7%

2.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1．すでにピークを過ぎた。

2．ピークに達している。

3．ピークの手前である。

4．ピークはまだかなり先にある。（まだまだピークを迎えていない。）

33.3% 33.3% 33.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1．賃料の伸びが一巡した。

2．著しく低い利回りによる取引が一巡した。

3．レンダーの貸出姿勢が変化した。（融資の保守化）

4．エクイティ投資家の投資姿勢が変化した。（投資の保守化）
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（３）前記Ｂ．（１）で「2．ピークに達している。」とした回答者への質問です。 

「ピークに達している」と思う理由について、下記選択肢のうち最も適したものをお答えください。 

（有効回答 94社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）前記Ｂ．（１）で「3．ピークの手前である。」とした回答者への質問です。 

「ピークの手前である」と思う理由について、下記選択肢のうち最も適したものをお答えください。 

（有効回答 31社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）前記Ｂ．（１）で「4．ピークはまだかなり先にある。」とした回答者への質問です。 

「ピークはまだかなり先にある」と思う理由について、下記選択肢のうち最も適したものをお答えく

ださい。                                  （有効回答 3社） 

 
 
 
 

  

4.3% 85.1% 8.5%

2.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1．賃料が伸び悩んでいる。

2．著しく低い利回りによる取引が多く出現している。

3．レンダーの貸出姿勢が変化しつつある。（融資の保守化）

4．エクイティ投資家の投資姿勢が変化しつつある。（投資の保守化）

38.7% 9.7% 16.1% 35.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1．賃料にはまだ上昇余地がある。

2．利回りは最下限まで到達していない。

3．レンダーの貸出姿勢は、積極的な状態が続いている。

4．エクイティ投資家の投資姿勢は、積極的な状態が続いている。

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1．賃料にはまだ上昇余地がある。

2．利回りは最下限まで到達していない。

3．レンダーの貸出姿勢は、積極的な状態が続いている。

4．エクイティ投資家の投資姿勢は、積極的な状態が続いている。
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（６）全ての回答者への質問です。 

各アセットの市況見通しについてご回答ください。下記表について、アセット毎に 1．～5．のうち該

当する番号をいずれか一つのみご記入ください。               （有効回答 134社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1．現在の状態が、
２０２２年頃まで
続くだろう。

2．現在の状態が、
２０２１年頃まで
続くだろう。

3．現在の状態が、
２０２０年頃まで
続くだろう。

4．現在の状態が、
２０１９年頃まで
続くだろう。

5．現在の状態は、
今年（２０１８年）
までだろう。

オフィス 15.7% 8.3% 57.9% 14.9% 3.3%

レジデンシャル
（ﾜﾝﾙｰﾑ・ﾌｧﾐﾘｰ） 17.7% 8.8% 56.6% 13.3% 3.5%

レジデンシャル
（外国人向け高級賃貸） 13.9% 9.3% 62.0% 13.0% 1.9%

都心型商業 17.5% 7.0% 59.6% 10.5% 5.3%

郊外型商業 12.0% 4.6% 52.8% 15.7% 14.8%

ビジネスホテル 22.7% 9.1% 55.5% 9.1% 3.6%

シティホテル 23.6% 7.3% 59.1% 7.3% 2.7%

物流施設 31.9% 5.3% 44.2% 12.4% 6.2%

底地 34.0% 9.4% 43.4% 9.4% 3.8%

ヘルスケア 42.4% 9.1% 34.3% 8.1% 6.1%
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（７）全ての回答者への質問です。 

日本の不動産投資市場を取り巻く、今後のネガティブな要因として、どのようなものが考えられます

か？（上位 2位まで）                            (※)（有効回答 132社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（※）質問はランキング方式で実施。 

各ランキングに右のとおり配点し総合得点を集計（1 位：5 ﾎﾟｲﾝﾄ、2 位：3 ﾎﾟｲﾝﾄ） 

 

（８）全ての回答者への質問です。 

日本の不動産投資市場を取り巻く、今後のポジティブな要因として、どのようなものが考えられます

か？（上位 2位まで）                             (※)（有効回答 130社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（※）質問はランキング方式で実施。 

各ランキングに右のとおり配点し総合得点を集計（1 位：5 ﾎﾟｲﾝﾄ、2 位：3 ﾎﾟｲﾝﾄ） 

 

  

115 ㌽

415 ㌽

33 ㌽

221 ㌽

59 ㌽

185 ㌽

16 ㌽

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

1．賃料の伸び悩み

2．金利上昇リスク

3．Ｊ－ＲＥＩＴ投資口価格等、株価の低迷

4．レンダーの融資姿勢の変化

5．エクイティ投資家の投資姿勢の変化

6．突発的な偶発事象

（政治や地政学上の問題、自然災害等）

7．その他

391 ㌽

402 ㌽

26 ㌽

43 ㌽

115 ㌽

14 ㌽

13 ㌽

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

1．ＧＰＩＦなど公的年金による不動産投資

2．インバウンド投資の加速

（海外投資家による一層の日本不動産投資）

3．アベノミクス「新・三本目の矢」の進展

（一億総活躍社会等）

4．日銀のさらなる追加金融緩和の実施

5．東京五輪関連のインフラ投資の加速

6．地方創生・国土強靭化政策の具現化

7．その他



 

- 6 - 

 

日本不動産研究所 第 39回 不動産投資家調査（2018年 10月現在）特別アンケート 

Copyright © 本資料の記載内容（図表、文章を含む一切の情報）の著作権を含む一切の権利は一般財団法人

日本不動産研究所に属します。また、記載内容の全部又は一部について、許可なく使用、転載、複製、再配布、

再出版等をすることはできません。 

Ｃ．リーマンショックから 10年  

 

（１）全ての回答者への質問です。 

現在の不動産市場（市況）は、リーマンショック前（2008年上期）と比較して過熱していると思いま

すか？                                                                   （有効回答 129 社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）上記Ｃ．（１）で、「1．過熱している。」とした回答者への質問です。 

「過熱している」と思う理由について、下記の選択肢のうち最も適したものをお答えください。  

  （有効回答 36社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）上記Ｃ．（１）で、「2．過熱していない。」とした回答者への質問です。 

「過熱していない」と思う理由について、下記の選択肢のうち最も適したものをお答えください。 

（有効回答 45社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28.7% 35.7% 35.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1．現在の不動産市場（市況）は、リーマンショック前と比較して過熱している。

2．現在の不動産市場（市況）は、リーマンショック前と比較して過熱していない。

3．どちらとも言えない。

6.7% 51.1% 4.4% 28.9% 8.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1．取引価格が、リーマンショック前よりも低い。

2．賃料水準が、リーマンショック前よりも低い。

3．不動産の取引利回りが、リーマンショック前よりも高い。

4．イールドギャップが、リーマンショック前よりも緩い（イールドギャップに余裕がある）。

5．その他

13.9% 75.0% 11.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1．取引価格が、リーマンショック前よりも高い。

2．賃料水準が、リーマンショック前よりも高い。

3．不動産の取引利回りが、リーマンショック前よりも低い。

4．イールドギャップが、リーマンショック前よりもタイトである（イールドギャップが縮小している）。

5．その他
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（４）全ての回答者への質問です。 

リーマンショック前（2008年上期）から現在に至る過程の中で、不動産市場における最も重要な変化

は何だと思いますか？下記選択肢のうち最も適したものをお答えください。     （有効回答 130社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）全ての回答者への質問です。 

現在の不動産市場について、リーマンショック前（2008年上期）と比較して、危機への耐久力やサス

テナビリティは高まったと思いますか？                           （有効回答 129社） 

 

 

 

 

 

 

 

（６）上記Ｃ．（５）で、「1．高まった。」とした回答者への質問です。 

「高まった」と思う理由について、下記の選択肢のうち最も適したものをお答えください。 

                           （有効回答 79社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

48.5% 12.3% 6.2% 5.4%

3.1%

5.4% 16.2%

3.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1．アセットタイプの拡大（物流施設、ホテル、ヘルスケアの台頭等）
2．国内投資家の機関化（公的年金、生損保等、機関投資家プレゼンスの拡大）
3．海外投資家層の多様化（米英主流からアジア・中東・北欧など多国籍・他圏域化）
4．レンダーの融資に至る手続きの厳格化
5．エクイティ投資家の投資に至る手続きの厳格化
6．コンプライアンスに関する意識
7．市場の予兆管理に関する意識
8．世界経済・金融市場に関する関心・警戒心
9．その他

62.8% 8.5% 28.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1．高まった。 2．高まっていない。 3．どちらとも言えない。

13.9% 8.9% 3.8% 10.1% 17.7% 5.1% 21.5% 15.2% 3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1．アセットタイプの多様化（物流施設、ホテル、ヘルスケアの台頭等）

2．国内投資家の機関化（公的年金、生損保等、機関投資家プレゼンスの拡大）

3．海外投資家層の多様化（米英主流からアジア・中東・北欧など多国籍・他圏域化）

4．レンダーの融資に至る手続きの厳格化

5．エクイティ投資家の投資に至る手続きの厳格化

6．コンプライアンスに関する意識

7．市場の予兆管理に関する意識

8．世界経済・金融市場に関する関心・警戒心

9．その他
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（７）上記Ｃ．（５）で、「2．高まっていない。」とした回答者への質問です。 

「高まっていない」と思う理由について、下記の選択肢のうち最も適したものをお答えください。 

                           （有効回答 10社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）全ての回答者への質問です。 

不動産市場の安定的な発展のため、今後の課題と思うことについて、下記選択肢のうち最も適したも

のをお答えください。                                    （有効回答 128 社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔お問い合わせ先〕 

一般財団法人 日本不動産研究所 

研究部：愼、平井、野口（TEL：03-3503-5335） http://www.reinet.or.jp/ 

 

 

 

■本資料の記載内容（図表、文章を含む一切の情報）の著作権を含む一切の権利は一般財団法人日本不動産研究所に属します。 

 また記載内容の全部又は一部について、許可なく使用、転載、複製、再配布、再出版等をすることはできません。 

■本資料は作成時点で、日本不動産研究所が信ずるに足ると判断した情報に基づき作成していますが、その正確性、完全性に対する

責任を負うものではなく、今後の見通し、予測等は将来を保証するものではありません。また、本資料の内容は予告なく変更され

る場合があり、本資料の内容に起因するいかなる損害や損失についても当研究所は責任を負いません。 

第23回 第24回 第25回 第26回 第27回 第28回 第29回

10/10/1 11/4/1 11/10/1 12/4/1 12/10/1 13/4/1 13/10/1

現在 ① ① ① ① ① ② ②
半年後 ① ① ② ② ② ③ ③
現在 ① ⑧ ① ① ①
半年後 ① ① ① ② ②

注：数字は最頻値

東京
（丸の内・大手町）

大阪
（御堂筋沿い）

10.0% 30.0% 30.0% 30.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1．アセットタイプの多様化が不十分

2．国内投資家の機関化が不十分

3．海外投資家層の多様化が不十分

4．レンダーの融資に至る手続きの厳格化が不十分

5．エクイティ投資家の投資に至る手続きの厳格化が不十分

6．コンプライアンスに関する意識が不十分

7．市場の予兆管理に関する意識が不十分

8．世界経済・金融市場に関する関心・警戒心が不十分

9．その他

26.6% 18.0% 10.9% 8.6% 12.5%

3.1%

5.5%

2.3%

8.6% 3.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1．個別取引に係る情報開示の枠組み整備（個別の取引価格、成約賃料など）

2．インデックス等投資に係る市場情報の整備（価格・賃料・利回りのインデックスなど）

3．不動産市場の国際化（不動産投資に係るクロスボーダー取引の促進）

4．不動産投資に係る人材育成

5．ＣＲＥ、ＰＲＥ（企業不動産、公的不動産）戦略の促進

6．環境不動産などESG投資の促進（環境不動産促進のための取り組みなど）

7．Ｊ－ＲＥＩＴの多様化（ヘルスケア、インフラ、海外不動産などポートフォリオの多様化）

8．地域振興、地方創生の促進

9．日本の不動産市場に係る情報発信（グローバル市場における日本市場のプレゼンス拡大）

10．その他

http://www.reinet.or.jp/

